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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第143期 

第３四半期 
連結累計期間 

第144期 
第３四半期 
連結累計期間 

第143期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 143,168 145,808 183,114 

経常利益 （百万円） 12,037 12,179 12,677 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 8,006 8,137 8,715 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,289 10,091 9,423 

純資産額 （百万円） 150,283 158,313 150,417 

総資産額 （百万円） 233,382 243,447 234,647 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 109.47 111.26 119.17 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 64.4 65.0 64.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 6,317 8,840 12,638 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,777 9,972 △5,816 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,118 △1,591 △2,724 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 29,583 50,480 33,258 

 

回次
第143期

第３四半期
連結会計期間

第144期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.84 47.87 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、連結子会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や設備投資の持ち直しに加え、海外景気の回復を背

景に輸出が堅調であるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 住宅市場におきましては、政府による住宅取得支援策や住宅ローンの低金利が続いているものの、住宅着工やリ

フォーム需要は盛り上がりに欠ける状況にて推移いたしました。 

 このような事業環境の下、当社グループは、業界最多のショールームを活用した取引先との合同展示会やリフォ

ーム相談会を積極的に実施するなど、需要の掘り起こしに努めてまいりました。 

 商品面の取組みにつきましては、当社の主力商品であるホーローシステムキッチンを中心にバリエーション強化

を行い、拡販を図ってまいりました。また、最高級シリーズのホーローシステムキッチン「レミュー」・ホーロー

洗面化粧台「エリーナ」のフルモデルチェンジや、システムバスに清掃性や意匠性を高めた「キープクリーンフロ

ア」を採用するなど、より顧客満足度の高い商品の提供にも注力してまいりました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高1,458億８百万円（前年同四半期比1.8％増）、営

業利益117億９千４百万円（同1.2％増）、経常利益121億７千９百万円（同1.2％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益81億３千７百万円（同1.6％増）となりました。 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ88億円増加し、2,434億４千７百万円となり

ました。主な増加は、受取手形及び売掛金89億４千６百万円であり、主な減少は、たな卸資産21億１千８百万円で

あります。

 負債は、主に流動負債の増加により、前連結会計年度末と比べ９億３百万円増加し、851億３千４百万円となり

ました。 

 純資産は、前連結会計年度末と比べ78億９千６百万円増加し、1,583億１千３百万円となりました。主な増加

は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上81億３千７百万円及びその他有価証券評価差額金16億４千９百万円

であり、主な減少は、剰余金の配当による21億９千４百万円であります。この結果、自己資本比率は65.0％（前連

結会計年度末は64.1％）となりました。 

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

①住宅設備関連事業 

 当セグメントの売上高は1,456億２千９百万円（前年同四半期比1.9％増）、営業利益は117億２千１百万円（同

1.2％増）となりました。 

 当セグメントの製品部門別の状況は、次のとおりであります。 

 ａ 厨房部門 

 平成29年４月より「家事らくシンク」を新規搭載した中級シリーズのホーローシステムキッチン「エマージ

ュ」・「リテラ」が販売台数を伸ばし、木製システムキッチンも新築市場で販売台数を伸ばしたことから、売

上高は851億９千４百万円（前年同四半期比1.9％増）となっております。
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 ｂ 浴槽部門 

 システムバスにおいては、新築市場で順調に販売台数を増やす一方で、リフォーム市場においてもマンショ

ン向けシステムバス「伸びの美浴室」が販売台数を伸ばし、売上高は332億１千３百万円（前年同四半期比

2.4％増）となっております。

 

 ｃ 洗面部門 

 新築市場及びリフォーム市場において木製洗面化粧台が販売台数を伸ばしたことから、売上高は158億１百

万円（前年同四半期比0.9％増）となっております。

 

 ｄ 衛生部門 

 ホーローによる壁・床・収納の空間提案により単価アップを図り、売上高は24億６千９百万円（前年同四半

期比1.3％増）となっております。

 

 e 給湯部門 

 電気・ガス・石油の全熱源において販売台数が減少し、売上高は17億４千６百万円（前年同四半期比8.2％

減）となっております。

 

②その他の事業（倉庫事業及び不動産賃貸事業等） 

 売上高は２億３千１百万円（前年同四半期比18.2％減）、営業利益は７千２百万円（同10.1％減）となりまし

た。

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

172億２千１百万円増加し、504億８千万円となりました。

 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動による資金の増加は、88億４千万円（前年同四半期は63億１千７百万円の増加）となりました。主な要

因は、税金等調整前四半期純利益の計上及び仕入債務の増加による資金の増加と、売上債権の増加による資金の減

少であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、99億７千２百万円の収入（前年同四半期は37億７千７百万円の支出）となりました。こ

れは主に、定期預金の払戻による収入と、有形固定資産の取得による支出であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の支出は、配当金の支払などにより、15億９千１百万円（前年同四半期は21億１千８百万円

の支出）となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間において支出した研究開発費の総額は、９億５千２百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 73,937,194 同左 東京証券取引所 市場第一部 単元株式数 100株 

計 73,937,194 同左 ―――― ――――

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成29年10月１日～

 平成29年12月31日
－ 73,937 － 26,356 － 30,719

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ――――

議決権制限株式（自己株式等） － － ――――

議決権制限株式（その他） － － ――――

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

797,700

－
 権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

73,096,400
730,964 同上

単元未満株式
普通株式

43,094
－  １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 73,937,194 － ――――

総株主の議決権 － 730,964 ――――

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

タカラスタンダード㈱

大阪市城東区鴫野東

１丁目２番１号
797,700 － 797,700 1.08

計 ――― 797,700 － 797,700 1.08

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

２  監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、近畿第一監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 53,258 53,480 

受取手形及び売掛金 46,709 ※ 55,655 

電子記録債権 6,030 ※ 6,295 

商品及び製品 12,019 9,440 

仕掛品 1,882 2,155 

原材料及び貯蔵品 3,329 3,517 

その他 1,883 1,692 

貸倒引当金 △7 △7 

流動資産合計 125,106 132,230 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 26,785 28,871 

土地 39,940 39,939 

その他（純額） 19,603 17,160 

有形固定資産合計 86,330 85,971 

無形固定資産 1,651 1,969 

投資その他の資産    

投資有価証券 16,250 18,654 

その他 5,308 4,622 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 21,558 23,276 

固定資産合計 109,540 111,217 

資産合計 234,647 243,447 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 32,416 ※ 37,539 

短期借入金 9,300 9,900 

未払法人税等 2,160 1,673 

その他 15,519 11,120 

流動負債合計 59,395 60,233 

固定負債    

退職給付に係る負債 22,832 22,962 

その他 2,002 1,939 

固定負債合計 24,835 24,901 

負債合計 84,230 85,134 

純資産の部    

株主資本    

資本金 26,356 26,356 

資本剰余金 30,736 30,736 

利益剰余金 90,727 96,670 

自己株式 △930 △932 

株主資本合計 146,889 152,831 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,795 8,445 

繰延ヘッジ損益 △19 △17 

土地再評価差額金 602 602 

退職給付に係る調整累計額 △3,851 △3,549 

その他の包括利益累計額合計 3,527 5,481 

純資産合計 150,417 158,313 

負債純資産合計 234,647 243,447 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 143,168 145,808 

売上原価 91,046 92,676 

売上総利益 52,121 53,131 

販売費及び一般管理費 40,462 41,337 

営業利益 11,658 11,794 

営業外収益    

受取利息 7 4 

受取配当金 334 366 

その他 95 69 

営業外収益合計 437 439 

営業外費用    

支払利息 48 47 

その他 10 7 

営業外費用合計 59 54 

経常利益 12,037 12,179 

特別利益 － － 

特別損失    

固定資産除却損 230 262 

熊本震災復興支援費用 53 － 

特別損失合計 283 262 

税金等調整前四半期純利益 11,753 11,916 

法人税等 3,747 3,779 

四半期純利益 8,006 8,137 

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,006 8,137 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 8,006 8,137 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 956 1,649 

繰延ヘッジ損益 4 2 

退職給付に係る調整額 322 301 

その他の包括利益合計 1,283 1,954 

四半期包括利益 9,289 10,091 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 9,289 10,091 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 11,753 11,916 

減価償却費 3,940 4,217 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △279 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 673 565 

受取利息及び受取配当金 △342 △370 

支払利息 48 47 

有形固定資産除却損 230 262 

売上債権の増減額（△は増加） △11,226 △9,909 

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,218 2,118 

仕入債務の増減額（△は減少） 4,124 4,376 

その他 △939 △821 

小計 10,199 12,403 

利息及び配当金の受取額 348 370 

利息の支払額 △47 △48 

法人税等の支払額 △4,182 △3,884 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,317 8,840 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） － 17,000 

投資有価証券の取得による支出 △36 △26 

有形固定資産の取得による支出 △3,360 △6,527 

無形固定資産の取得による支出 △348 △460 

貸付金の回収による収入 7 7 

その他 △40 △20 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,777 9,972 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 600 

自己株式の取得による支出 △2 △1 

自己株式の処分による収入 － 0 

配当金の支払額 △2,116 △2,189 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,118 △1,591 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 421 17,221 

現金及び現金同等物の期首残高 29,149 33,258 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 11 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 29,583 ※ 50,480 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※ 四半期連結会計期間末日満期手形等

 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次の

とおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 3,858百万円

電子記録債権 － 575

支払手形 － 10

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

  りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 49,583百万円 53,480百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △20,000 △3,000

現金及び現金同等物 29,583 50,480

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 1,023 7.00  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月１日 

取締役会
普通株式 1,097 7.50  平成28年９月30日  平成28年11月30日 利益剰余金

（注） 平成28年11月１日取締役会決議に基づく１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日である
ため、平成28年10月１日付の株式併合は加味しておりません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,097 15.00  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月１日

取締役会
普通株式 1,097 15.00  平成29年９月30日  平成29年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注）1 
合計 調整額 

四半期連結損益 

計算書計上額 

（注）2   住宅設備関連 

売上高          

外部顧客への売上高 142,982 186 143,168 － 143,168 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 97 97 △97 － 

計 142,982 283 143,266 △97 143,168 

セグメント利益 11,578 80 11,658 － 11,658 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫事業及び不動産賃

貸事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注）1 
合計 調整額 

四半期連結損益 

計算書計上額 

（注）2   住宅設備関連 

売上高          

外部顧客への売上高 145,629 179 145,808 － 145,808 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 52 52 △52 － 

計 145,629 231 145,861 △52 145,808 

セグメント利益 11,721 72 11,794 － 11,794 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫事業及び不動産賃

貸事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 109円47銭 111円26銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
8,006 8,137

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
8,006 8,137

普通株式の期中平均株式数（千株） 73,140 73,139

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

   平成29年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(１）配当金の総額………………………………………1,097百万円

(２）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年11月30日

（注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

- 14 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

 タカラスタンダード株式会社 

取締役会 御中 

 

近畿第一監査法人 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 寺 井 清 明  印 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 伊 藤 宏 範  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカラスタンダ

ード株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカラスタンダード株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

     ２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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